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はじめに 

 

現在、地方公共団体の会計制度（水道事業会計等を除く）は、現金の収入支

出に着目した「現金主義・単式簿記」が採用されています。この会計制度には、

現金の動きがわかりやすく予算がどのように使われたかを明確に表示できる

メリットがあります。しかし一方で、この会計制度では、建物や道路などの資

産や市の借金である地方債などのストック情報、行政サービスを提供するため

に発生したコスト情報が不足していると言われています。そこで、近年、地方

公共団体の会計にも「発生主義・複式簿記」による企業会計的手法の導入が必

要とされるようになってきました。 

瑞浪市においては、平成１２年度決算から総務省方式による普通会計の貸借

対照表（＝バランスシート）の作成・公表を始めました。その後、平成１５年

度決算から行政コスト計算書を追加し、平成２０年度決算からは、新たに示さ

れた『総務省方式改訂モデル』による４つの財務書類を作成しています。これ

は、従来からの貸借対照表、行政コスト計算書に加え、純資産変動計算書及び

資金収支計算書の４つの書類を作成･公表するものです。また、さらに対象範

囲を普通会計だけではなく特別会計を含めた地方公共団体財務書類や公社、一

部事務組合なども含めた連結財務書類を作成しています。 

 

 

 

 

（注）表示単位の端数処理、相殺消去方法の見直しなどの関係上、合計が一 

致しない箇所や前年度の報告数値と一致しない箇所があります。 



財務書類４表の解説 

 

１．貸借対照表（バランスシート） 

 貸借対照表（バランスシート）は、年度末における 

  資産＝将来の世代に引き継ぐ社会資本や債務返済のための資金等 

  負債＝将来の世代が負担しなければならない金額 

  純資産＝これまでの世代が負担した金額 

を左側と右側に対比させて表示したものです。 

 

 

                     負 債 

             資 産 

 

                     純資産 

 

 

２．行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、会計年度中に行政サービスの提供にかかった経費及びその財

源フローを行政の目的別にまとめた表です。 

 

３．純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、バランスシートの「純資産の部」について、会計年度中の動

きを表す計算書です。純資産の項目である「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資

産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」について、増減額

をそれぞれ要因となった項目ごとに計上したものです。 

 「期首純資産残高」は、前年度のバランスシートの純資産合計額で、表中最下段の

「期末純資産残高」は当該年度のバランスシートの純資産合計額です。「純経常行政コ

スト」は、行政コスト計算書の純経常行政コストの金額です。「一般財源」は、地方税、

地方交付税、地方譲与税や利子割交付金などです。「補助金等受入」は、国庫支出金及

び県支出金の合計額です。「臨時損益」は、災害復旧費や公共資産を売却した場合の売

却額と帳簿価額の差額などです。「科目振替」は、取得時の財源投入額や処分時の財源

増加額を把握し、純資産変動計算書上で財源の異動を表したものです。例えば、公共

資産整備の場合は、普通建設事業費からその財源となった国県からの補助金受入額や

地方債の額を除いた額を「公共資産等整備一般財源等」の列に計上し、同額を「その

他一般財源等」の列にマイナス計上します。 

例：国・県補助金、

これまでに収納し

た税金 

例：地方債、将来

支払うべき退職金 
例：インフラ資産、

基金、売却可能資

産、貸付金、未収入

の税金 
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４．資金収支計算書 

 資金収支計算書は、会計年度中の現金の流れを「経常的収支」、「公共資産整備収支」、

「投資・財務的収支」の３つの性質に区分し、示したものです。経常的収支は、人件

費や扶助費、物件費などの経常的な行政活動の収支をまとめたものです。公共資産整

備収支は、資産の増減を伴う支出とそれに対応する財源をまとめたものです。投資・

財務的収支は、投資出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還元金などの支出とその

財源をまとめたものです。また、欄外には一時借入金の情報及び基礎的財政収支（＝

プライマリーバランス）に関する情報が記載されています。この基礎的財政収支は、

繰越金や財政調整基金などの取崩額及び積立額を除いた実質的な単年度のプライマリ

ーバランスとなっています。 

 

５．財務書類４表の関係 

財務書類４表はそれぞれ数値が関連しており、全体の相互関係は次のとおりです。 

貸借対照表   行政コスト計算書 

 

資産 

・・ 

・・ 

歳計現金 

・・ 

負債    

経常行政コスト 

| 

経常収益 

|| 

純経常行政コスト 

 

 

 

純資産 

  

 

資金収支計算書 

   

純資産変動計算書 

 

収入 

| 

支出 

|| 

歳計現金増減額 

＋ 

期首歳計現金残高 

|| 

期末歳計現金残高 

 

   

期首純資産残高 

| 

純経常行政コスト 

＋ 

一般財源、補助金受入等 

± 

資産評価替え等 

|| 

期末純資産残高 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 14,071,665

①生活インフラ・国土保全 34,779,890 (2) 長期未払金

②教育 19,653,654 ①物件の購入等

③福祉 2,280,143 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 4,223,554 ③その他

⑤産業振興 2,947,308 長期未払金計 0

⑥消防 1,677,870 (3) 退職手当引当金 3,777,927

⑦総務 3,186,855 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 68,749,274 固定負債合計 17,849,592

(2) 売却可能資産 449,630

公共資産合計 69,198,904 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,334,443

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,220,739 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 142,835

投資及び出資金計 2,220,739 流動負債合計 1,477,278

(2) 貸付金 40,808

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 19,326,870

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,773,604

③土地開発基金 525,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 10,502 １　公共資産等整備国県補助金等 10,029,447

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,309,106 ２　公共資産等整備一般財源等 54,077,404

(4) 長期延滞債権 362,411

(5) 回収不能見込額 △ 97,634 ３　その他一般財源等 △ 5,156,184

投資等合計 4,835,430

４　資産評価差額 △ 67,670

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 58,882,997

①財政調整基金 1,930,450

②減債基金 1,257,730

③歳計現金 911,760

現金預金計 4,099,940

(2) 未収金

①地方税 97,214

②その他 6,220

③回収不能見込額 △ 27,841

未収金計 75,593

流動資産合計 4,175,533

資　　産　　合　　計 78,209,867 負 債 ・ 純 資 産 合 計 78,209,867

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち10,967,944千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 25,726,482 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 15,406,108 千円 15,406,108 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 313,666 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,220,861 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 7,920 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,777,927 千円 3,777,927 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 23,816,729 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 5,924,719 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,484,750 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 15,407,260 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,909,753 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は18,577,690千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は42,472,371千円です。

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

313,666

6,220,861

7,920

0

6,412,544

1,501,801

560

0

470,169

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

34,937

426,132

6,412,544

872,712

641,428

4,898,404

0

3,284,566

50,557

1,011,075

1,004,786

600,491

普通会計貸借対照表
(平成24年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

普通会計資金収支計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,850,400

2,312,269

2,026,275

509,956

266,646

1,153,954

430,449

9,549,949

4,932,127

3,313,975

2,380,496

467,735

47,629

133,873

572,100

356,944

1,004,046

13,208,925

3,658,976

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,510,325

178,981

92,001

1,781,307

341,370

514,900

3,481

12,572

872,323

△ 908,984

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

34

154,000

556,544

0

467,322

1,710,210

0

2,888,110

0

169,256

0

0

1,865

37,995

209,116

△ 2,678,994

0

70,998

840,762

446,800
1,070,654

911,760

14,290,364
1,087,000
337,000

14,219,366
1,976,856
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 359

①生活インフラ・国土保全 886 (2) 長期未払金

②教育 501 ①物件の購入等

③福祉 58 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 108 ③その他

⑤産業振興 75 長期未払金計 0

⑥消防 43 (3) 退職手当引当金 96

⑦総務 81 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 1,752 固定負債合計 455

(2) 売却可能資産 11

公共資産合計 1,763 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 34

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 57 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 3

投資及び出資金計 57 流動負債合計 37

(2) 貸付金 1

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 492

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 46

③土地開発基金 13 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 256

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 59 ２　公共資産等整備一般財源等 1,378

(4) 長期延滞債権 9

(5) 回収不能見込額 △ 2 ３　その他一般財源等 △ 131

投資等合計 124

４　資産評価差額 △ 2

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,501

①財政調整基金 49

②減債基金 32

③歳計現金 23

現金預金計 104

(2) 未収金

①地方税 3

②その他 0

③回収不能見込額 △ 1

未収金計 2

流動資産合計 106

資　　産　　合　　計 1,993 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,993

0

普通会計貸借対照表（市民一人あたり）
(平成24年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0
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概要及び分析（普通会計） 

 

１．普通会計貸借対照表（バランスシート） 

・資産 ＝７８２億１千万円 

・負債 ＝１９３億３千万円 

・純資産＝５８８億８千万円 

平成２３年度は、資産形成分が減価償却分を下回ったため資産が減少し、地方債の

借入を抑えながら償還を進めたことにより負債も減少しました。また、純資産は増加

しました。 

 資産の部では、公共資産において保育園用地購入事業により「福祉」、農産物等直売

施設整備事業により「産業振興」で増加しましたが、「環境衛生」などその他は資産形

成分が減価償却分を下回ったため減少しました。投資等は、公共施設整備基金への積

立により増加し、流動資産では次年度以降の地方債償還を見込み、減債基金への積立

を行ったことなどにより増加しました。 

 負債の部では、繰上償還の実施や新規借入の抑制により、地方債残高が削減された

ため減少しました。 

 純資産の部では、純経常行政コストを地方税など経常的な一般財源が上回ったため、

増加しました。 

 

２．普通会計行政コスト計算書 

 経常行政コストは、１２２億円でした。前年の行政コストと比較すると１億４千万

円の減となりますが、これは、主に他団体への公共資産整備補助金が減少したことに

よるものです。高齢社会を迎え、社会給付費の増加と後期高齢者医療事業や介護保険

事業などに対する繰出金の増加は今後も拡大することが予想されます。引き続き経常

経費の削減に努めるとともに経常収入の確保にも努めなければなりません。 

 また、経常収益は５億３千万円で、経常行政コストから経常収益を引いた純経常行

政コストは１１６億７千万円でした。 

 

３．普通会計純資産変動計算書 

 純経常行政コスト１１６億７千万円は、地方税、地方交付税などの一般財源９４億

４千万円、国県からの補助金等受入２４億２千万円で賄われており、純資産は増加し

ました。 

 

４．普通会計資金収支計算書 

 経常的収支は３６億６千万円、公共資産整備収支は△９億１千万円、投資・財務的

収支は△２６億８千万円でした。基礎的財政収支は１４億４千万円の黒字でした。 
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５．普通会計財務書類４表の分析 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることによ

り、これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることがで

きます。また、地方債に着目すると将来返済しなければならない今後の世代によって

負担する割合を見ることができます。 

①社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％） 

＝純資産合計／公共資産合計×100＝85.1％ （前年対比 1.2％） 

 ②社会資本形成の将来世代負担比率（％） 

＝地方債残高／公共資産合計×100＝22.3％ （前年対比△0.7％） 

 なお、地方債残高には社会資本形成の財源とならない赤字地方債も含まれているた

め①と②の合計は 100％となりません。 

 ※平均値は、①は 50～90％、②は 15～40％と言われています。 

 

（２）歳入対資産比率 

 歳入に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は

何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 歳入額対資産比率＝資産合計／歳入総額＝5.5 年 （前年対比 0.0 年） 

 ※平均値は、3.0～7.0 年と言われています。 

 

（３）有形固定資産の行政目的別割合 

 有形固定資産の行政目的別の割合は、下表のとおりです。道路・橋りょう、公園、

公営住宅などの生活インフラ・国土保全の分野が約半分を占め、次に学校、公民館な

どの教育分野が３割ほどを占めています。 

区  分 
H22 年度 H23 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

① 生活インフラ・国土保全 35,044,072  50.5% 34,779,890  50.6% 

② 教育 19,874,707  28.7% 19,653,654  28.6% 

③ 福祉 2,238,198  3.2% 2,280,143  3.3% 

④ 環境衛生 4,420,167  6.4% 4,223,554  6.1% 

⑤ 産業振興 2,829,415  4.1% 2,947,308  4.3% 

⑥ 消防 1,736,637  2.5% 1,677,870  2.5% 

⑦ 総務 3,216,415  4.6% 3,186,855  4.6% 

  有形固定資産合計 69,359,611 100% 68,749,274 100% 
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（４）資産老朽化比率 

有形固定資産のうち償却資産の取得原価に対する減価償却累計額の割合から、耐用

年数に比較してどの程度経過しているかを全体として把握できます。 

 資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額／（有形固定資産合計－土地＋減価償却累

計額）×100＝45.8％ （前年対比 1.6％） 

 ※平均値は、35～50％と言われています。 

 

（５）受益者負担比率 

 行政コスト計算書の経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コ

ストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。 

 受益者負担比率（％） 

＝経常収益／経常行政コスト×100＝4.4％ （前年対比△0.4％） 

 ※平均値は、2～8％と言われています。 

 

（６）行政コスト対公共資産比率 

 行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけら

れているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを見ることができま

す。 

 行政コスト対公共資産比率（％） 

＝経常行政コスト／公共資産×100＝17.6％ （前年対比△0.1％） 

 ※平均値は、10～30％と言われています。 

 

（７）行政コスト対税収等比率 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、どれだけが当年

度の負担で賄われたかがわかります。 

 行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト／（一般財源＋補助金等受入（そ

の他一般財源等の列））×100＝98.3％・・・100％を下回っており、翌年度以降へ引き

継ぐ負担が軽減されたことを表しています。 （前年対比△0.1％） 

 ※平均値は、90～110％と言われています。 

 

（８）地方債の償還可能年数 

 地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す

指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。 

地方債償還可能年数（年）＝地方債残高／経常的収支額（地方債発行額及び

基金取崩額を除く）＝5.6 年 （前年対比 0.3 年） 

※平均値は、3～9 年と言われています。 
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（９）市民１人あたりの貸借対照表（住民基本台帳人口 39,241 人 H24.3.31 現在） 

・資産 ＝１９９万３千円 

・負債 ＝ ４９万２千円 

・純資産＝１５０万１千円 

 

（１０）市民１人あたりの行政コスト（住民基本台帳人口 39,241 人 H24.3.31 現在） 

・経常行政コスト ＝３１万１千円 

・経常収益    ＝ １万４千円 

・純経常行政コスト＝２９万７千円 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 51,509,120 ①普通会計地方債 14,071,665

②教育 19,653,654 ②公営事業地方債 11,654,318

③福祉 2,280,143  地方債計 25,725,983

④環境衛生 15,277,399 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 5,832,717 (3) 引当金 3,986,444

⑥消防 1,677,870 （うち退職手当等引当金） 3,956,534

⑦総務 3,186,855 （うちその他の引当金） 29,910

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 29,712,427

有形固定資産計 99,417,758

(2) 無形固定資産 2,169 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 449,630 (1) 翌年度償還予定地方債 1,931,905

公共資産合計 99,869,557 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 159,110

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 1,962,785 (5) 賞与引当金 157,956

(2) 貸付金 40,808 (6) その他 63,920

(3) 基金等 2,561,328 流動負債合計 2,312,891

(4) 長期延滞債権 504,962

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 32,025,318

(6) 回収不能見込額 △ 140,780

投資等合計 4,929,103

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 11,712,129

(1) 資金 6,353,554 ２　公共資産等整備一般財源等 59,271,577

(2) 未収金 319,219 ３　その他一般財源等 △ 3,820,524

(3) 販売用不動産 156,116 ４　資産評価差額 299,454

(4) その他 11,392

(5) 回収不能見込額 △ 56,057 純　 資　 産　 合　 計 79,557,566

流動資産合計 6,784,224

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 111,582,884 負 債 及 び 純 資 産 合 計 111,582,884

地方公共団体全体の貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

0

0

0

325,873

6,027,681

0

3,134,825

0

169,256

6,353,554

1,865

0

37,995

209,116

△ 2,925,709

△ 28,331

0

11,504

0

0

2,290,147

0

0

0

0

690,644

2,370,249

178,981

1,402,387

△ 1,146,843

34

154,000

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

2,549,230

559,454

779,200

150,397

572,100

0

0

594,042

52,229

1,032,402

20,957,556

4,426,756

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,313,975

4,245,400

468,138

2,557,044

1,544,408

1,547,523

6,948,895

1,851,581

521,125

898,435

16,530,800

4,932,127

地方公共団体全体の資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,097,442

3,213,322
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 1,313 ①普通会計地方債 359

②教育 501 ②公営事業地方債 297

③福祉 58  地方債計 656

④環境衛生 389 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 149 (3) 引当金 102

⑥消防 43 （うち退職手当等引当金） 101

⑦総務 81 （うちその他の引当金） 1

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 758

有形固定資産計 2,534

(2) 無形固定資産 0 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 11 (1) 翌年度償還予定地方債 49

公共資産合計 2,545 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 4

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 50 (5) 賞与引当金 4

(2) 貸付金 1 (6) その他 2

(3) 基金等 65 流動負債合計 59

(4) 長期延滞債権 13

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 817

(6) 回収不能見込額 △ 3

投資等合計 126

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 11,712,129

(1) 資金 162 ２　公共資産等整備一般財源等 59,271,577

(2) 未収金 8 ３　その他一般財源等 △ 3,820,524

(3) 販売用不動産 4 ４　資産評価差額 299,454

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 1 純　 資　 産　 合　 計 2,027

流動資産合計 173

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 2,844 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,844

地方公共団体全体の貸借対照表（市民１人あたり）
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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概要及び分析（地方公共団体） 

  

地方公共団体財務書類は、普通会計のほか、国民健康保険事業などの特別会計や水

道事業会計を含めた瑞浪市全体の財務書類です。地方公共団体の対象となる会計間で

行われている、資金の出資（受入）、繰出（繰入）などの内部取引は相殺消去します。 

 

地方公共団体 

   対象範囲：   普通会計 

特別会計（８会計）、公営企業会計（水道） 

  

１．地方公共団体貸借対照表 

 ・資産 ＝ １，１１５億８千万円 

 ・負債 ＝   ３２０億２千万円 

 ・純資産＝   ７９５億６千万円 

平成２３年度は、資産の部では公共資産９９８億７千万円、投資等４９億３千万円、

流動資産６７億８千万円となりました。 

負債の部では、固定負債２９７億１千万円、流動負債２３億１千万円となりました。 

 純資産の部では、純資産７９５億６千万円となりました。 

 

２．地方公共団体行政コスト計算書 

 経常行政コストは１９６億円で、経常収益は６１億９千万円、純経常行政コストは

１３４億１千万円となりました。 

 

３．地方公共団体純資産変動計算書 

 純資産残高は７９５億６千万円となりました。 

 

４．地方公共団体資金収支計算書 

 経常的収支は４４億３千万円、公共資産整備収支は△１１億５千万円、投資・財務

的収支は△２９億３千万円となりました。 

 

 

５．地方公共団体財務書類４表の分析 

（１）財務書類４表の連単分析 

普通会計の財務書類の数値と地方公共団体全体の財務書類の数値を比較すること

で普通会計以外の行政サービスの規模を把握することができます。 

公共資産等の連単倍率＝地方公共団体財務書類計上額／普通会計財務書類計上額 
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連単倍率      

貸借対照表      

区  分 
普通会計 地方公共団体 

倍率 
金額 構成比 金額 構成比 

①生活インフラ・国土保全 34,779,890  50.6% 51,509,120 51.8% 1.48 

 ②教育 19,653,654  28.6% 19,653,654 19.8% 1.00 

 ③福祉 2,280,143  3.3% 2,280,143 2.3% 1.00 

 ④環境衛生 4,223,554  6.1% 15,277,399 15.3% 3.62 

 ⑤産業振興 2,947,308  4.3% 5,832,717 5.9% 1.98 

 ⑥消防 1,677,870  2.5% 1,677,870 1.7% 1.00 

 ⑦総務 3,186,855  4.6% 3,186,855 3.2% 1.00 

  有形固定資産合計 68,749,274 100% 99,417,758 100% 1.45 

  地方債  15,406,108 - 27,657,888 - 1.80 

行政コスト計算書      

区  分 普通会計 地方公共団体 倍率 

１ 人件費等合計 2,907,584 3,147,823 1.08 

２ 物件費等合計 4,668,569 6,515,398 1.40 

３ 社会給付費等合計 4,346,139 9,320,315 2.14 

４ 利子等ほか合計 280,054 616,688 2.20 

経常行政コスト 12,202,346 19,600,224 1.61 

経常収益（受益者負担） 536,266 6,194,651 11.55 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 51,536,345 ①普通会計地方債 14,071,665

②教育 19,667,293 ②公営事業地方債 11,654,318

③福祉 2,283,697  地方公共団体計 25,725,983

④環境衛生 15,313,849 (2) 関係団体

⑤産業振興 5,839,874 ①一部事務組合・広域連合地方債 3,519

⑥消防 1,677,870 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 3,187,792 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 3,519

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 99,506,720 (4) 引当金 4,035,694

(2) 無形固定資産 2,169 （うち退職手当等引当金） 3,970,264

(3) 売却可能資産 449,630 （うちその他の引当金） 65,430

公共資産合計 99,958,519 (5) その他 0

固定負債合計 29,765,196

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 1,968,908 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 71,867 ①地方公共団体 1,931,905

(3) 基金等 2,800,513 ②関係団体 3,548

(4) 長期延滞債権 504,965  翌年度償還予定額計 1,935,453

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 140,780 (3) 未払金 167,500

投資等合計 5,205,473 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 159,993

(6) その他 66,520

３　流動資産 流動負債合計 2,329,466

(1) 資金 6,523,075

(2) 未収金 320,322 負　　債　　合　　計 32,094,662

(3) 販売用不動産 156,116

(4) その他 12,255 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 56,057

流動資産合計 6,955,711

４　繰延勘定 0

純　 資　 産　 合　 計 80,025,041

資　　産　　合　　計 112,119,703 負 債 及 び 純 資 産 合 計 112,119,703

連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

△ 34,844

6,523,075

44,514

226,661

△ 2,963,710

△ 28,331

276,052

6,281,867

169,256

11,026

0

0

1,865

0

0

0

0

6,881

3,190,371

0

34

162,787

727,122

0

2,293,547

0

0

11,504

52,301

1,402,459

△ 1,146,846

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

2,549,305

559,454

779,200

24,485,833

4,414,939

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,370,324

178,981

0

156,449

572,100

0

0

622,717

1,084,379

3,313,975

5,948,593

474,459

4,263,592

1,544,408

1,573,034

11,058,524

1,459,565

521,539

588,865

20,070,894

4,932,127

連結資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,178,470

3,263,931

24



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 1,314 ①普通会計地方債 359

②教育 501 ②公営事業地方債 297

③福祉 58  地方公共団体計 656

④環境衛生 390 (2) 関係団体

⑤産業振興 149 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 43 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 81 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 2,536 (4) 引当金 103

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 101

(3) 売却可能資産 11 （うちその他の引当金） 2

公共資産合計 2,547 (5) その他 0

固定負債合計 759

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 50 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 2 ①地方公共団体 49

(3) 基金等 71 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 13  翌年度償還予定額計 49

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 3 (3) 未払金 4

投資等合計 133 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 4

(6) その他 2

３　流動資産 流動負債合計 59

(1) 資金 166

(2) 未収金 8 負　　債　　合　　計 818

(3) 販売用不動産 4

(4) その他 0 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 1

流動資産合計 177

４　繰延勘定 0

純　 資　 産　 合　 計 2,039

資　　産　　合　　計 2,857 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,857

連結貸借対照表（市民１人あたり）
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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概要及び分析（連結） 

  

連結財務書類は、普通会計のほか、瑞浪市を構成する国民健康保険事業などの特別

会計や水道事業会計、瑞浪市と連携協力して行政サービスを提供している東濃西部広

域行政事務組合などの一部事務組合や岐阜県後期高齢者広域連合、瑞浪市土地開発公

社、瑞浪市施設公社を加えた財務書類です。一部事務組合などと連結する割合は、規

約に基づく経費負担割合によります。また、連結の対象となる会計及び法人間で行わ

れている、資金の出資（受入）、繰出（繰入）などの内部取引は相殺消去します。 

 

 連結対象範囲：   普通会計 

特別会計（８会計）、公営企業会計（水道） 

             一部事務組合・広域連合（５組合、１連合）、 

             土地開発公社、施設公社 

 

１．連結貸借対照表 

 ・資産＝ １，１２１億２千万円 

 ・負債＝   ３２０億９千万円 

 ・純資産＝  ８００億３千万円 

平成２３年度は、資産の部では公共資産９９９億６千万円、投資等５２億円、流動

資産６９億６千万円となりました。 

負債の部では、固定負債２９７億６千万円、流動負債２３億３千万円となりました。 

 純資産の部では、純資産８００億３千万円となりました。 

 

２．連結行政コスト計算書 

 経常行政コストは２３１億６千万円で、経常収益は８０億円、純経常行政コストは

１５１億６千万円となりました。 

 

３．連結純資産変動計算書 

 連結純資産残高は８００億３千万円となりました。 

 

４．連結資金収支計算書 

 経常的収支は４４億１千万円、公共資産整備収支は△１１億５千万円、投資・財務

的収支は△２９億６千万円となりました。 
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５．連結財務書類４表の分析 

財務書類４表の連単分析 

普通会計の財務書類の数値と連結財務書類の数値を比較することで普通会計以外

の行政サービスの規模を把握することができます。 

公共資産等の連単倍率＝連結財務書類計上額／普通会計財務書類計上額 

連単倍率      

貸借対照表      

区  分 
普通会計 連結 

倍率 
金額 構成比 金額 構成比 

①生活インフラ・国土保全 34,779,890  50.6% 51,536,345 51.7% 1.48 

 ②教育 19,653,654  28.6% 19,667,293 19.9% 1.00 

 ③福祉 2,280,143  3.3% 2,283,697 2.2% 1.00 

 ④環境衛生 4,223,554  6.1% 15,313,849 15.5% 3.63 

 ⑤産業振興 2,947,308  4.3% 5,839,874 5.8% 1.98 

 ⑥消防 1,677,870  2.5% 1,677,870 1.7% 1.00 

 ⑦総務 3,186,855  4.6% 3,187,792 3.2% 1.00 

  有形固定資産合計 68,749,274 100% 99,506,720 100% 1.45 

  地方債  15,406,108 - 27,661,436 - 1.80 

行政コスト計算書      

区  分 普通会計 連結 倍率 

１ 人件費等合計 2,907,584 3,241,528 1.11 

２ 物件費等合計 4,668,569 6,584,666 1.41 

３ 社会給付費等合計 4,346,139 12,691,209 2.92 

４ 利子等ほか合計 280,054 638,759 2.28 

経常行政コスト 12,202,346 23,156,162 1.90 

経常収益（受益者負担） 536,266 8,000,504 14.92 
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